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Background Insight

IASB、関連会社及び共同支配企業に対する投資についての
公正価値オプションの改訂を公表

国際会計基準審議会（以下、IASB）は2026年6月26日に、「関連会社及び共同支配企業に対する
投資についての公正価値オプションの改訂（IAS第28号の改訂）」を公表しました。

 IAS第28号「関連会社及び共同支配企業に対する投資」における公正価値オプション
を用いて、関連会社及び共同支配企業に対する投資を公正価値で測定することができ
る企業の範囲を明確化するために改訂されたものです。

 IAS第28号を改訂し、IFRS第18号「財務諸表における表示及び開示」の文言と同様の
表現を用いて、特定の種類の資産への投資を主要な事業活動とする企業についても、
公正価値オプションを選択できることが明確化されています。

 本改訂は公開草案「関連会社及び共同支配企業に対する投資についての公正価値オプ
ションの改訂（IAS第28号の改訂案）」（2026年2月19日公表）について寄せられた
コメントを踏まえ、審議を重ねた結果として公表されたものです。

News

• これまでと同様に、本改訂の後も公正価
値オプションの選択はベンチャー・キャ
ピタル企業などの特定の企業に対しての
み認められます。

• 本改訂とは別プロジェクトとして2024年9
月19日に公表された公開草案「持分法会
計－IAS第28号『関連会社及び共同支配企
業に対する投資」（202X年改訂）』（未
実現利益の消去に係る要求事項の廃止の
提案など）においてIAS第28号を改訂する
提案の検討が行われています。この公開
草案については、寄せられたコメントを
踏まえた審議が2025年6月から再開されて
おり、2027年上期には改訂が公表される
見込みです。

• IAS第28号の公正価値オプションを適用で
きる企業の範囲の解釈について実務上の
多様性が存在し、特に保険業界では、投
資連動保険ファンドが保有する関連会社
及び共同支配企業に対する投資に限定さ
れるか否かで異なる解釈が存在していま
した。

• また、IFRS第18号の下で純損益計算書に
おける収益及び費用を営業と投資のいず
れに分類するかという点にも影響すると
考えられるため、公正価値オプションを
用いて関連会社及び共同支配企業への投
資を測定することができる企業の範囲を
明確化することを求める意見があり、本
改訂はこれらの意見に対応するために行
われました。
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1. 公表の背景

IAS第28号「関連会社及び共同支配企業に対する投資」では、関連会社及び
共同支配企業に対する投資に対する連結財務諸表上での会計処理は原則とし
て、持分法で会計処理することが規定されています。ただし、これらの投資
をベンチャー・キャピタル企業、ミューチュアル・ファンド、ユニット・ト
ラスト及び「類似の企業」が保有する場合は、（持分法を適用せずに）純損
益を通じて公正価値で測定する（FVTPL）（以下、「IAS第28号の公正価値
オプション」）ことを選択することが認められています。

IAS第28号では、この「類似企業」に含まれる例示として「投資連動保険
ファンド」が挙げられていることで、公正価値オプションを用いることがで
きる企業の範囲の解釈について多様性が生じる原因となっていました。特に、
保険業界においては、関連会社または共同支配企業に対する投資が投資連動
保険ファンドによって保有されている場合に限定されると狭く解釈する考え
方と、保険契約に直接または間接的に関連していれば適用できると広く解釈
する考え方が存在するといった、多様性が生じていました。

また、2024年4月に公表されたIFRS第18号「財務諸表における表示及び開
示」（2027年1月1日以降に開始する事業年度から適用）では、（連結）純損
益計算書において関連会社及び共同支配企業に対する投資に係る収益及び費
用を営業区分と投資区分のいずれに分類するかについて、次のように規定さ
れています。

• これらの投資が持分法を適用して会計処理される場合には、投資区分に分
類する。

• IAS第28号の公正価値オプションを適用して会計処理される場合、関連会
社及び共同支配企業に対する投資のうち企業が「主要な事業活動」として
投資しているものについては営業区分に分類し、それ以外は投資区分に分
類する。

IFRS第18号B31項では、主要な事業活動として資産への投資を行っている可
能性のある（IAS第28号の公正価値オプションの選択適用が想定される）企
業として、投資企業（IFRS第10号「連結財務諸表」で定義）や投資不動産会
社とともに保険会社を例として挙げていることから、利害関係者からは、
IAS第28号にくらべIFRS第18号は保険会社を広くとらえており、IFRS第18号
とIAS第28号の規定の関係が不明確であるという意見も出ていました。

そこで、IASBはIFRS第18号の発効日（2027年1月1日以後に開始する事業年
度）までにこうした懸念に対処するために、IAS第28号の規定の改訂を行う
こととなりました。
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2. 本改訂の概要

① IAS第28号の公正価値オプションを選択できる範囲の明確化

本改訂では、IAS第28号第18項の「類似の企業」（IAS第28号の公正価値オ
プションが選択可能）の規定について、次のような改訂が行われています。

• 多様性を生む原因の1つとなった、「投資連動保険ファンド」の例示を削除

• 類似の企業には、「特定の種類の資産への投資を主要な事業活動として有し
ている企業」（IFRS第18号第49項(a)と同じ文言）が含まれることを明示

この改訂により、ベンチャー・キャピタル企業やミューチュアル・ファンド
等に類似する企業として、「特定の種類の資産への投資を主要な事業活動とし
て有している企業」についてもIAS第28号の公正価値オプションが選択可能で
あることが明確化されました。なお、IFRS第18号では、関連会社及び共同支
配企業に対する投資が企業の主要な事業活動であるかどうかは事実の問題で
あって単なる主張ではないとされており、また、一般に、企業が特定の種類
の小計（正味金融損益などの売上総利益に類似する小計）を営業業績の重要
な指標として用いている場合には、これらの投資が主要な事業活動である可
能性が高いとされています。

② 子会社がIAS第28号の公正価値オプションを選択した場合の考え方

本改訂の結論の根拠では、ある子会社が特定の種類の資産への投資を主要な事
業活動として有している企業に該当する一方で親会社は該当しない場合、親会
社の（連結）純損益計算書上、子会社が保有する関連会社及び共同支配企業
に対する投資に対してIAS第28号の公正価値オプションを適用できるものの、
当該投資に係る収益及び費用は投資区分に分類されるという考え方が示され
ています。
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3. 適用開始日及び経過措置

本改訂はIFRS第18号の初度適用に合わせて適用することが求められています
が、本改訂の前にIFRS第18号を早期適用している場合、本改訂の公表日以後
に終了する報告期間について本改訂を適用することも求められています。
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